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外部評価 平成２９年度 事務事業自主点検シート 様式1-2
調書番号

事 業 名 雇用推進事業費 6

細事業名 Uターン・Iターン就職促進事業費 財務コード 664502

担当部課室 産業労働 部 労政雇用 課 地域雇用 担当 （内線） 4812

Ⅰ　事業の概要

実施期間 始期 H19 年度 終期

結果、何に結びつけるのか

首都圏に進学した学生やＵ・Ｉターン
就職希望者（一般）

やまなし暮らし支援センターや、Ｕ・Ｉ
ターン就職フェア等を利用することに
より、県内へのＵ・Ｉターン就職が促進
されている

・定住人口の確保
・県内企業の人材確保

事業の内容
主にH28年度

有楽町にある東京交通会館の「やまなし暮らし支援センター」を運営し、移住・就職相談などを実施。
※　移住相談については、地域創生・人口対策課が所管。やまなし暮らし支援センターの設置場所使用料などは同課と労政
雇用課が折半で負担。
①大学生Ｕ・Ｉターン促進事業
　・就職相談員（非常勤）が首都圏大学等のキャリアセンターや学部を訪問し、学生に県内企業の情報や採用情報を提供する
ほか、就職相談や職業紹介を実施
　・Ｕ・Ｉターン就職希望者に対する就職相談、情報提供を実施
②山梨Ｕ・Ｉターン就職フェア
　・首都圏において、やまなしＵ・Ｉターン就職フェアを開催し、首都圏大学等の学生やＵ・Ｉターン就職希望者に県内企業から
直接説明を聞く機会を提供するとともに各種情報提供や就職相談等を実施（2回開催）
③ユースバンクやまなし
　・県外大学等進学者及び就職活動中の大学生に登録してもらい、県内企業や合同就職面接会等の情報提供を実施

年度

実施主体 県（直営）、（委託）

事業の目的

だれ（何）を対象に その対象をどのような状態にして

根拠法令等

Ⅱ　事業の目標、実施状況等（事業実績及び成果の達成状況）

事業の実施状況と
目標の実現度

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度
事業目標の考え方

実績値 目標値 実績値 見込値 目標値

活
動
指
標

活
動
指
標

目標設定の考え方

学校訪問数 213 200 246 200 200 過年度（H26～28）実績の平均値か
ら目標値を設定

出張相談回数 48 50 58 50 50

データの出典等

活動指標達成率
（実績値／目標値）

119 ％
過年度実績を参考

就職相談者数 260 - 409 500 500

Uターン就職率 24.7% 26.5% 28.1%

決算額又は予算額 10,563 11,249 13,135 12,966 成果指標によらない成果

データの出典等

成果指標達成率
（実績値／目標値）

過年度実績、ダイナミック山梨総合
計画、ダイナミックアクション２０１７

成
果
指
標

目標設定の考え方

ダイナミック山梨総合計画、ダイナ
ミックアクション２０１７を参考成

果
指
標

27.0% 27.5%

・成果指標中「就職相談者数」について
は、本年度から目標を定めたことから、
H28の成果指標達成率を示すことができ
ない。

所要時間（直接分） 1,152 時間 1,152 時間 1,152 時間 1,152 時間

（千円） うち一財額 10,563 11,249 13,135 12,966

1,152 時間

人件費ｺｽﾄ 単位:千円
(＠2,145円×所要時間)

2,471 2,471 2,471 2,471

時間 時間

所要時間計 1,152 時間 1,152 時間 1,152 時間

所要時間（間接分） 時間 時間

Ⅲ　これまでの事業の見直し・改善状況

○山梨Ｕ・Ｉターン就職フェア
・平成25年度から28年度まで外部委託（専門家によるセミナーの開催あり）。28年度までは企業の選考開始日（内定日）以降の平日に開催し
てきたが、雇用情勢の改善に伴い、既に内定が決まった学生の増加等の理由により参加者は減少。平成29年度からは直営で、選考開始日
以前の休日に開催することとし、参加者の増加を図った。
・平成29年度から「オール山梨移住セミナー・相談会」において、移住者の採用に意欲のある企業ブースを設け、U・Iターン就職希望者に対
する取り組みを強化した。
○ユースバンクやまなし
・平成28年度にユースバンクやまなしへの学生の登録を促すための登録用リーフレットを作成し、県内全ての高校と首都圏大学等に配布
・教育委員会主催の高校進路指導主事研究協議会に出席し、ユースバンクやまなしへ登録について協力依頼

106 ％



Ⅵ　見直しの方向（平成３０年度当初予算等での対応状況）

Ⅳ　活動量と成果の判断（平成２８年度の業績評価）

（１）事業は予定された活動量を上げているか　（「活動指標の達成率」等から事業の活動量を判断）

数値判定
活動量に係

る
一次評価

　　　　　活動量に係る一次評価の考え方　　　※数値判定と一次評価が異なる場合等に記載すること

H28年度
活動指標
の達成率

・学校訪問数は、目標値200校に対して、実績値246校と、123％の達成率となっている。
・出張相談回数は、目標値50回に対して、実績値58回と、116％の達成率となっている。

以上から、H28年度活動指標の達成率は「b」となる(（123％＋116％)/2≒119％)

b

Ⅳ以外の
判断項目

b

a：予定を超えた活動量がある(120%以上)　　 　b：予定どおりの活動量がある（80%以上120%未満） 　　　c：予定したほど活動量がない(40%以上80%未満)
d：予定した活動量に著しく足りない(40%未満)

（２）事業は意図した成果を上げているか　（「成果指標の達成率」、「成果指標によらない成果」から事業の成果を判断）

数値判定

成果に係る
一次評価

　　　　　成果に係る一次評価の考え方     ※必ず記載すること

H28年度
成果指標
の達成率

・就職支援に関する過去5年間の就職相談者数は、次のとおり。
（H24：286名、H25：455名、H26：230名、H27：260名、H28：409名）
・Ｕターン就職率は、首都圏の大学等に調査を行っている。過去5年間の推移は次のとおり。
（H24：24.1％、H25：25.5％、H26：23.9％、H27：24.7％、H28：28.1%）

H28年度のUターン就職率は目標値26.5%に対して、実績値28.1%と、106%の達成率となっている。
b b

実施方法等の変更

・山梨Ｕ・Ｉターン就職フェアは、開催時期と開催場所を変更（5月→3月、池袋→新宿）。
・第2新卒者をターゲットとして求人・転職サイトに県内企業の求人情報等に関する特集ページを掲載する。（事業名：
中小企業採用活動サポート事業）
・平成30年1月に東京圏の大学・短大10校とU・Iターン就職促進協定を締結した。今後も本県出身学生が多く在籍して
いる大学・短大や、他県と締結実績のある大学・短大に対して協定締結の申し入れを行い、積極的に就職促進協定を
締結していく。

・見直しの方向は、「廃止」「一部廃止（施設については「譲渡」）」「終期設定」「休止」「他事業と統合」「縮小」「拡大」「実施方法等の変更」「改善済み」の中から
  選択し、Ⅴ見直しの必要性を踏まえ、具体的な実施計画等を分かりやすく記載すること
・見直しがない場合は「現行どおり」と記載し、必要に応じてその理由を記載すること

有

・山梨U・Iターン就職フェアについては、アンケート結果を踏まえ、開催場所や開催時期等を変更する
とともに、参加企業の魅力の伝え方やイベントの周知の仕方について検討することにより、参加者の増
加に努める。
・第二新卒の把握は難しいことから、概ね大学等卒業後2年が経過した方を対象として、本県の就職
情報を提供するなど、アプローチを試みる。
・就職促進協定を県外の大学等と締結し、山梨U・Iターン就職フェアへの参加者の拡大を図る。
・Ｉターン希望者に対する支援については、引き続き、地域創生・人口対策課や市町村等とで連携し、
移住相談会へ参加するなど、オール山梨で取り組む。

c,d

・「Ⅳ以外の判断項目」の欄は、上記と同様とする

見直しの方向 具体的な実施計画等　　※「見直しの必要性」と「見直しの方向」が異なる場合は、その理由も記載すること

有

・山梨Ｕ・Ｉターン就職フェアについては、参加者を増やすよう開催時期と開催場所を検討する必要が
ある。（例：開催時期 5月⇒3月、開催場所 池袋⇒新宿）
・平成28年度の就職相談利用者 409名のうち、就職者数は 30名に留まっている。利用者の就職状況
の確認については、いわゆる選考解禁日（6月1日）以降、メールで利用者に照会を行い、回答があっ
た方のみの数しか反映されていない。事業成果を判断するうえで、追跡調査が不十分であり、今後は
回答のなかった個々の利用者に電話照会を行い、適正な実態把握に努める必要がある。

c,d

・「Ⅳ以外の判断項目」の欄
    a：目的の達成　 b：新たな課題への対応　 c：対象の変化　 d：ニーズの変化　 e：法律・制度の改正   f：民間等実施    g：市町村等へ移管    h：外部委託
     i：経費節減 　j：類似事業と統合・連携 　k：所要時間の縮減 　l：ﾌﾟﾛｾｽの改善    m：その他

　二次評価（担当部局再評価結果）　※行政評価アドバイザー会議（外部評価）での指摘事項を踏まえた担当部局による再評価

見直しの必要性 説　　　　　　　明
Ⅳ以外の
判断項目

a：意図した成果を十分に上げている(120%以上) 　　 b：意図した成果はほぼ上げている(80%以上120%未満) 　　 c：意図した成果は十分ではないが、対象や
   方法の改善により成果の向上が見込める(40%以上80%未満) 　　 d：意図した成果が十分でなく、成果を上げる方法も見あたらない(40%未満)

Ⅴ　見直しの必要性（平成３０年度に向けた改善等の考え方）

　一次評価（担当部局評価結果）

見直しの必要性 説　　　　　　　明



様式2

調書番号：6

具体的な業務
プロセス（手順）

Ｈ２８
所要
時間
（ｈ）

Ｈ２９
所要
時間
（ｈ）Ａ

Ｈ３０
所要
時間
（ｈ）Ｂ

縮減等
Ｂ－Ａ

具体的業務の
見直しの内容

学校訪問 210 210 210 0

出張相談 232 232 232 0

窓口就職相談 50 50 50 0

その他運営業務 500 500 500 0

0

992 992 992 0

実施要領及び業
務内容の決定

10 10 10 0

企業募集及び大
学等の周知

96 96 96 0

運営準備、打ち合
わせ

20 20 20 0

当日運営 8 8 8 0

アンケート集計、
採用状況調査

26 26 26 0

160 160 160 0

0

0

0

0

0

0 0 0 0

1,152 1,152 1,152 0

２月

３～５月

４～５月

６月

７～８月

所属名：労政雇用課

業務の
時期
（フロー）

細事業名：Uターン・Iターン就職促進事業費

自主点検シート（事業の内容及び所要時間）に関する附属資料

６　見直しに至った理由または見直しなしの理由は、詳細に記載すること。（具体的な業務プロセスごと、または細分化した業務ごとに記
 載すること。）

３　業務の時期は、業務のフローがわかるように具体的な業務プロセスごとに記載すること。（毎月、四半期ごとの業務等は、その１サイ
  クルの期間を記載すること。）

②山梨Ｕ・Ｉター
ン就職フェア

①大学生Ｕ・Ｉ
ターン促進事業

（小計）

所要時間　（計）

2

（小計）

事業の内容を
細分化した
業務名

1

（小計）

3

実績に基づく

５　具体的業務の見直しの内容は、わかりやすく簡潔に記載すること。（県民から見て分かりやすい表現とすること。）なお、見直しがない
 場合は、「なし」と記載すること。

見直しに至った理由等
（又は見直しなしの理由等）

実績に基づく

実績に基づく

実績に基づく

実績に基づく

実績に基づく

実績に基づく

実績に基づく

通年

通年

通年

通年

実績に基づく

（留意事項）

７　適宜、業務内容に合わせ、行を加除して記載すること。（複数ページ可）

１　事業を細分化した業務名は、事務事業を構成する業務ごとに細分化し、その業務名を記載すること。

２　具体的な業務プロセス（手順）は、できる限り多くのプロセスを記載すること。

４　各年度の所要時間（計）は、事務事業自主点検シートの「Ⅱ　事業の目標、実施状況等」の「所要時間計」と一致すること。


